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誘導施策について

１ 基本的な考え方※

将来都市像の実現に向けて目指す都市の骨格構造を構築するにあたっては、都市計画

分野に限らず、多様な分野が連携して様々な施策を展開することより、居住誘導区域へ

の居住の誘導及び都市機能誘導区域への誘導施設の立地誘導等を行う必要があります。

本計画において、居住誘導区域に都市の居住者の居住を誘導するための施策及び都市

機能誘導区域に誘導施設の立地を誘導するための施策（以下、「誘導施策」という。）

を事前明示することにより、市民や民間事業者の選択肢を広げて、居住及び誘導施設の

立地を誘導区域内に緩やかに誘導します。

２ 誘導施策の検討・実施の基本的な方針※

① 都市再生特別措置法に基づく届出制度の運用や、国等による直接支援施策の活用
等を通じて、立地の適正化に関する事業者や市民の意識醸成を図ります。

② 人口減少時代に挑む本市の姿勢を示した第２次光市総合計画をはじめとした上
位・関連計画における施策のうち、特に居住及び都市機能増進施設の立地の適正
化に資する取組みを推進します。

③ 居住及び都市機能増進施設の立地の適正化に向けて、市が講じる誘導施策につい
ては、計画の進行管理に努めながら、段階的に検討・実施します。

●光市立地適正化計画における誘導施策についての基本的な考え方等 ※現行の光市立地適正化計画より
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立地適正化計画の区域内で

あって、居住誘導区域外におい

て、右に示す開発行為や建築等

行為を行おうとする場合、都市

再生特別措置法第88条第１項

の規定により、市長へ届出をす

ることが義務付けられています。

※条例で、一定の行為を届出対

象外とすることも可能
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誘導施策について

●届出制度について

制
度
の
概
要

計画を作成・公表すると、都市再生特別措置法の規定により、一定の開

発行為や建築等行為を行おうとする場合などに、原則として市長への届出

が義務付けられます。

これにより、市は居住誘導区域外における開発の動きなどを把握するこ

とができ、また、届出をした者に対して、各種の支援措置に関する情報提

供等を行うことで、誘導区域内への立地を推奨することができます。

また、市が届出のあった行為が行われると何らかの支障が生じると判断

した場合には、届出をした者に対して規模の縮小等の調整を試みることが

でき、さらに、これが不調に終わった場合には、届出をした者に対して、

開発規模の縮小等を勧告し、土地の取得についてのあっせん等を行うこと

ができる制度となっています。

届
出
制
度
を
適
切
に
運
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、

緩
や
か
に
住
宅
等
の
立
地
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
す
る
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誘導施策について

●市が講じる居住誘導施策の考え方について

まちなかへの
移住･定住の促進

・市の将来を担う若者
や子育て・新婚世代
の移住・定住を促進

・誰もが徒歩や自転車
で生活できるよう、
まちなか居住を促進

公共交通の
利便性の向上

・各拠点が相互に連携
しあい、市域全体が
一体的に発展するよ
う、効率的で利便性
の高い公共交通体系
の構築を促進

安全・安心な
居住環境の形成

・「安全・安心都市宣
言」の理念のもと、
地域安全体制の強化
・ハード･ソフト両面か
ら総合的な防災・減
災対策を推進

既存ストックの
有効活用

・社会基盤を有効に活
用し、まちなかの魅
力を効率的・効果的
に高めていくため、
既存ストックの活用
を促進
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関連計画

光市地域公共交通網形成計画

光市公共施設等総合管理計画

光市地域防災計画

・
・

上位計画

第２次光市総合計画

光市まち･ひと･しごと創生総合戦略

・
・

光市人口ビジョン

光市都市計画
マスタープラン

光市
立地適正化計画
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誘導施策について

●市が講じる誘導施策（上位・関連計画のうち、立地の適正化に資する主な取組み）について

上位・関連計画（総合計画・地域公共交通網形成計画）における
関連施策展開の方向及び事業例

まちなかへの
移住・定住の促進

・高齢者が徒歩で生活で
きるよう、まちなか居住
を促進

・市の将来を担う若者や
子育て・新婚世代の移
住・定住を促進

●移住・定住情報の発信 【事業例：移住・定住希望者への情報提供の充実】

●効果的な移住対策の推進 【事業例：空き家情報バンク制度の利用促進】

●総合的な定住・定着の支援 【事業例：移住・定住相談窓口の充実】

●出会いと結婚の支援 【事業例：出会いの場創出促進事業の実施】

●良質な公営住宅の供給 【事業例：岩田駅周辺地区における公営住宅の整備】

●光駅周辺地区における拠点整備の推進 【事業例：光駅周辺の拠点整備の推進】

●岩田駅周辺地区整備の推進 【事業例：コンパクトなまちづくりモデル事業の推進】

公共交通の質の向上
（利便性の向上）

・各拠点が連携して機能
を補完しあい、一体的に
発展するよう、拠点間を
中心に公共交通ネット
ワークを強化

●多核連携型都市構造の形成 【事業例：都市計画マスタープランの推進】

●市内バス路線の再編 【事業例：光駅周辺における交通網の整備】

●光市営バスの運行改善 【事業例：岩田駅～市役所間の運行便数の増便】

●交通結節点の環境整備 【事業例：光駅周辺、岩田駅周辺の環境整備】

●幹線道路等の整備 【事業例：虹ケ丘森ケ峠線、瀬戸風線の整備促進】

安全・安心な
居住環境の形成

・市民の安全・安心を確
保するため、ハード・ソ
フトの両面から各種防
災対策及び居住環境整
備等を推進

●防災意識の醸成 【事業例：防災知識の普及・啓発、防災研修・防災訓練の実施】

●防災コミュニティの育成と連携強化 【事業例：自主防災組織の育成・支援】

●防災体制の整備充実 【事業例：地域防災計画の推進、各種ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの周知・活用】

●災害に強い都市基盤の整備 【事業例：災害に強い都市基盤整備の推進】

●住環境の向上 【事業例：木造住宅等に対する耐震診断や耐震改修の支援】

●生活道路等の整備 【事業例：市道、生活道などの整備】

既存ストックの
有効活用

・社会基盤を有効に活用
し、まちなかの魅力を効
率的・効果的に高めて
いくため、既存ストック
の活用を促進

●空き家対策の推進 【事業例：空き家の適正な管理の促進】

●公共施設マネジメントの推進 【事業例：公共施設マネジメント事業の推進】

●遊休財産の処分と活用 【事業例：遊休財産の処分・有効活用の推進】

●効果的な移住対策の推進 【事業例：市遊休地を活用した定住の支援】
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